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特定非営利活動法人 消費者支援機構関西 （内閣総理大臣認定：適格消費者団体・特定適格消費者団体）
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  個人情報保護委員会では、令和２年改正法附則第１０条の規定を踏まえ、「いわゆる３年ごと見直

し」について、令和５年１１月から、個人情報の保護に関する国際的動向、情報通信技術の進展、

それに伴う個人情報を活用した新たな産業の創出、発展の状況及び現行法の施行状況等についての

実態把握や、多様なステークホルダーからのヒアリング等を通じて、具体的な検討が進められてい

ます。２０２４年６月２７日付で、「個人情報保護法 いわゆる３年ごと見直しに係

る検討の中間整理」が公表され、意見募集がありました。当団体は、他の適格消費

者団体・適格消費者団体をめざす団体とともに、２０２４年７月２９日付で意見書

を提出しました。 

●意見書（一部抜粋） 

  「法の規定に違反する個人情報の取扱いに対する抑止力を強

化し、本人に生じた被害の回復の実効性を高めるという観点か

ら、適格消費者団体を念頭に置いた、団体による差止請求制度

や被害回復制度を導入すること」に賛成します。 法令違反に起

因する消費者被害に関し事業者と交渉ないし訴訟を行い，これ

を是正し，被害回復するノウハウを有しているのは適格消費者

団体であり，個人情報保護法への消費者団体訴訟制度の導入に

当たり，適格消費者団体を担い手とすることは妥当です。ただ

し，導入にあたっては後述する条件が満たされることが，制度

が機能するために必須であると考えます。 
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個人情報保護委員会に対し、他の適格消費者団体等とともに意見書を提出

しました。 

より詳しくご覧になりたい方は 

当団体ウェブサイトへ。→ 

https://www.kc-s.or.jp/ 

tel:06-6920-2911
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  国に対して、全国２６の適格消費者団体が連名で「地方消費者行政に対する財政措置（交付金

等）の継続・拡充を求める要望書」を提出しました。 

  国の地方消費者行政強化交付金（推進事業分）の多くが、あと２～３年で終了することとなって

います。 

  消費者被害の防止と被害回復の最前線となっているのが、県及び市町村の消費生活相談窓口で

す。そこでは消費者からの相談に対応している消費生活相談員が、消費者を守るために重要な役割

を果たしていますが、この交付金が主な運営財源となっており、このままでは相談窓口の維持が困

難になることが危惧されています。 

  また、この交付金の終了は、不特定かつ多数の消費者の利益を擁護するこ

とを目的として差止請求権を行使するため、必要な適格性を有する消費者

団体として内閣総理大臣の認定を受けた適格消費者団体の活動にも大きな

影響を与えます。 

  これらを踏まえ、必要な予算を将来にわたって確保することを求める要望

書を国に提出しました。 

  

 

 

 

「地方消費者行政に対する財政措置（交付金等）の継続・拡充を求める要望

書」を他の適格消費者団体とともに意見書を提出しました。 
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当団体は、業務の費用の一部について、消費者スマイル基金からの助成を活用しています。 

今回、差止請求関係業務に関する助成が決まりましたので、ご報告いたします。 

差止請求関係業務に関する助成 

             第１４回助成事業 ２０２４年７月２６日決定 

 

   

 

  脱毛サービスを提供していたエステティックサロンを運営する株式会社ラドルチェに対する、消

費者裁判手続特例法に基づく共通義務確認訴訟の第６回期日が、７月１９日１０時３０分より大阪

地方裁判所で行われました。次回期日は１０月２３日（水）１５時３０分となりました。 

 

 

 

 

  当団体は、有限会社沖縄長生薬草本社（以下「同社」といいます。）が提供するサプリ錠剤「琉球

酒豪伝説」に関するウェブサイト上の表記について、不当景品類及び不当表示防止法（景品表示

法）上、問題があると考えられる表示があったことから、同社に対し、お問合せを行いました。 

  同社は、当団体のお問合せに対して真摯に対応され、一定の改善が図られました

ので当団体ウェブサイトにて報告いたしました。 

  報告内容はこちらの QR コードからご覧ください。 

 

 

 

 

当団体は、新新薬品工業株式会社（以下「同社」といいます。）に対し、同社が提供する清涼飲料

水「リパソールＡＴ」の商品包装、容器における表示に関して、不当景品類及び不当表示防止法

（景品表示法）上、疑義を感じる記載があったことから、お問合せを行いました。同社は当団体の

お問合せに対し真摯に対応され、改善を行うことを表明されましたので当団体ウェ

ブサイトにて報告いたしました。 

報告内容はこちらの QR コードからご覧ください。 

 

株式会社ラドルチェに対する共通義務確認訴訟第６回期日が開かれました。 

有限会社沖縄長生薬草本社が提供するサプリ錠剤「琉球酒豪伝説」のウェブ

サイト上の表示に関する問題等の検討の結果の公表 

新新薬品工業株式会社が提供する清涼飲料水「リパソールＡＴ」の表示に関

する問題等の検討の結果の公表 

非営利活動法人消費者スマイル基金からの助成金決定のご報告 
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  当団体は、株式会社スターリーナイトカンパニーに対して、２０２１年１２月

に一方的に中止されたイベントについて、「特定適格消費者団体」としてチケッ

ト代金の返金を求める被害回復訴訟に取り組んでいます。 

  他方で、同社は現在もなおイベント中止の場合でも参加者（消費者）にはチケ

ット代金の返金をしないという不当な内容のチケット規約の使用を継続していることから、当団体

は、違法な規約類の差止請求を行う団体訴権を持つ「適格消費者団体」として、去る３月２８日、

同社に対し規約の一部使用停止を求める差止請求訴訟を大阪地方裁判所に提起しました。 

この差止検討訴訟の第２回期日が７月３１日に、第３回期日が９月１３日にオンラインにて開催さ

れました。 

また同時に進めている被害回復の共通義務確認訴訟の期日も第１１回目が８月３０日に行われま

した。 

 

 

 

当団体はスポーツジムを経営する株式会社ライズに対して、ホームページ上の記載や、契約条項

の記載に関して、２０２４年３月２８日に同社へ「申入書兼要請書」を送付しました。 

それに対して同社より、４月２６日付けで「回答書」を受領しました。 

「回答書」は、申入れ内容や要請内容に対して改定を進めていくとの内容であったことから、そ

の具体的な時期、改定後の内容について確認するための「再お問合せ」を７月３

１日に送付しました。 

それに対して同社より、８月３０日付けで「回答書」を受領しました。 

 

 

 

当団体は株式会社ジェイコムウエストの間で、２００８年１１月からと２０１７年８月からの二

度にわたって同社の勧誘の問題点について要請を行ってきました。その都度、同社は改善を表明し

てきましたが、点検と称して販売・勧誘目的を示さずに消費者宅を訪問し勧誘を行っている、契約

内容を十分に把握できない高齢者に対し不必要なサービスの勧誘を行っているなど、勧誘行為につ

いて問題があるとの複数の情報提供が当団体に寄せられました。そのことを受け、当団体は同社に

対し「お問合せ」を２０２４年１月２９日に送付し、それに対して同社より、２月２６日付けで

株式会社ライズに対して、「再お問合せ」を送付し、「回答書」を受領しまし

た。 

株式会社ジェイコムウエストより、「回答書」を受領しました。 

株式会社スターリーナイトカンパニーに対する、被害回復訴訟期日ならびに

差止請求訴訟期日が開催されました。 
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「回答書」を受領しておりました。しかし、回答内容は当団体の質問全てに

答えたものではなく、とりわけ高齢者との契約に関する回答が皆無だった点

から、不十分であると評価し、６月４日付けで「再お問合せ」を送付しまし

た。それに対して「回答書」を７月５日付けで受領しました。 

 

 

 

 

当団体は合同会社ユー・エス・ジェイの運営するユニバーサル・スタジオ・ジャパンの「WEB

チケットストア利用規約」の契約条項には、消費者契約法に反し不当と思われ

る点があると判断し、当該条項の修正・削除などを求めた控訴審の第５回期日

（裁判）が、８月２９日１１時３０分より行われました。 

次回期日は９月３０日（月）１３時３０分より行われます。 

 

 

 

当団体はラドルチェとの契約の際、分割支払いのクレジット契約を担ったＣＢＳフィナンシャル

サービス株式会社、アルファノート株式会社、株式会社ジェーシーアンドジーに対し、7 月 2 日付

けで「お問合せ」を送付しました。それに対して、7 月 2４日付けでＣＢＳフィナンシャルサービ

ス株式会社より、7 月３１日付けでアルファノート株式会社、株式会社ジェーシーアンドジーより

それぞれ「回答書」を受領しました。 

 

 

  当団体は、消費者市民社会の実現のためには消費者と事業者の信頼関係の構築が不可欠であるこ

と、信頼関係を構築する手段として消費者と事業者との双方向のコミュニケーションが重要である

こと、以上の問題意識から、2010 年に「双方向コミュニケーション研究会」を発足させ、活動を

続けてきました。 

  

２０２４年度は、消費者庁にも後援いただき、３回にわたり、以下の日程で開催を予定しています。 

 

第１回：２０２４年１０月 ９日（水）１３：３０～１６：４５ 

「消費者の声を活かした製品開発」（ミズノ株式会社 様） 

２０２４年度双方向コミュニケーション研究会のご案内 

USJ のチケット利用規約のキャンセル・転売条項の差止めを求めた第５回

控訴審が行われました。 

株式会社ラドルチェとの契約の際、クレジット契約を担った３社から「回答

書」を受領しました。 
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第２回：２０２４年１１月２９日（金）１３：３０～１６：４５ 

「トリドールの食の感動体験戦略」 (株式会社トリドールホールディングス 様) 

 

第３回：２０２５年 １月３１日（金）１３：３０～１６：４５ 

「消費者と事業者との双方向コミュニケーションが今後の公正・良質な市場づくりのベースになる 

～パラダイムシフトの議論が目指すもの～」（講師未定） 

 

会場は、いずれの回とも、大阪府立ドーンセンター大会議室１、また、オンラインでの参加も可能です。 

申込 URL はこちらになります。https://forms.office.com/r/2c6kbSP1G 

ふるってご参加ください。 

 

 

 今年度は、デジタル化の進展の中で増加する多様な消費者問題には、高齢者だけではなく若い世

代にも多くの被害が発生していることから、「デジタル時代に求められる消費者力とは？～だまし

の手口と消費者心理～」をテーマに開催します。講師には、立正大学教授の西田公昭先生をお招き

します。オンライン（ＺＯＯＭ・ウェビナー）の開催となりますので、お気軽にご参加ください。 

 

日 時：２０２４年１２月１０日（火）１０：００～１２：００ 

テーマ：「デジタル時代に求められる消費者力とは？～だましの手口と消費者心理～」 

講 師：西田公昭先生（立正大学心理学部 対人・社会心理学科教授 日本社会心理学会会長） 

参加申込み：オンライン（ＺＯＯＭ ウェビナー）による開催です。 

      こちらの QR コードからお申し込みください。 

京都消費者セミナーのご案内 

https://forms.office.com/r/2c6kbSP1G

